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2026 年 11 月 4 日（改訂版） 

Claude Opus 5.5 

要旨 

①記事は、知財立国が進まない一因を訴訟を過度に恐れる企業文化に求め、NPE（非実施主体）を日

本も「使いこなす」べきだと説く。論拠は、2025 年の東京地裁パンテック対グーグル判決、韓国の

国策的な NPE 活用、米国のプロパテントへの揺り戻し、日本発 NPE である知的創造サイクルラボ

（ICCL）の取り組みである。 

②記事はトロールと NPE を呼称上区別し、乱訴の抑止と正当な権利行使の後押しの両立を説く。単純

なトロール礼賛ではない。ただし両者を分ける基準や、乱訴を抑える具体策は示していない。 

③肯定論の柱は、休眠特許の資金化、「侵害し得」の是正、中小・個人の権利実効化、日本の法廷地

としての価値向上、集団的権利行使による経済安全保障。否定論の柱は、NPE 訴訟がイノベーショ

ンを削ぐという実証研究、「私掠船」型売却による競争の歪み、日本企業自身への跳ね返り、補填

原則との不整合である。 

④評者は方向性に賛成しつつ、次の点に留保を付す。成功例のパンテック事件は「韓国 NPE が米国企

業の日本法人を東京で訴えた」事件で、日本企業が被告になる構図の裏返しでもある。SEP 事件の

射程は限られる。日本では実施しない権利者の損害は原則として実施料相当額にとどまる。手本と

される韓国でも自国企業が NPE 訴訟に苦しんでいる。 

⑤実務の焦点は、特許庁が検討中の「利益請求権（仮称）」の故意要件の設計と、休眠特許を外部に

託す際のガバナンス（売却先・行使先の管理）、そして外国 NPE に東京で訴えられる場面への備え

である。 

 

1．対象記事の概要【確認】 

1.1 基本情報 

日本経済新聞の電子版（2026 年 11 月 2 日 10:00）および同日朝刊に掲載された「Deep Insight」

欄の署名記事で、筆者は編集委員の瀬川奈都子氏である。紙面の見出しは「『特許の怪物』も使
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いよう」。特許庁の写真（説明「特許庁では特許侵害の損害賠償制度を見直す議論が進む」）と、

韓国の NPE 一覧、日米の特許訴訟件数の推移の図表 2 点が付く[1]。 

1.2 論旨の構成 

記事の構成と要点を表 1 に示す（評者による要約）。 

表 1 記事の構成と要点 

段落 要点 

問題提起 知財立国を掲げて四半世紀近いが、進展は遅く、米国はおろか韓国にも見劣りする。
一因は訴訟を過度に恐れる日本の企業文化にある。 

トロールと NPE トロールは、手放された休眠特許などを買い取り、自らは実施せず、訴訟で収益を上
げる企業を指す。2000 年代初頭から米国で高額和解を迫る例が相次ぎ、呼び名が広が
った。ただ、不要になった特許の買取り・収益化は知財の有効活用ともいえる。NPE
はより中立的な呼称で、法的にトロールと線引きするのは難しい。 

画期的判断 2025 年に東京地裁で、韓国パンテックが米グーグル日本法人に対し、無線通信特許の
侵害で差止めを勝ち取った。差止めが認められにくいとされてきた種類の特許紛争で
の判断で、画期的だった。その後両社は和解した。 

韓国（もはや忌むべ
きものではない） 

パンテックは、経営破綻した携帯電話メーカーの特許を活用する会社として再出発し
た韓国 NPE。韓国の崔世煥弁理士は、知財で再生した物語として称賛され、NPE はプ
ロパテントの担い手として活用すべき存在との認識が広がっていると説明する。韓国
は 2010 年に半官半民のインテレクチュアル・ディスカバリーを設立し、2025 年 10 月
に特許庁を知識財産処（省）に格上げした。図表では同社（2010 年）、パンテックの
知財を取得したアイデアハブ（2016 年）、米国弁護士が設立したベッドロック IP
（2021 年）を紹介。 

米国 2006 年の eBay 判決で差止めの要件が厳しくなり、NPE には不利とされてきた（一色
太郎外国法事務弁護士）。第 1 次トランプ政権で無効化手続の制限など権利者寄りの
ルールが進み、第 2 次政権の現在は差止めを認めやすくする法案が議会に提出されて
いる。訴訟件数は 2024 年に増加へ転じ、約半数は NPE が原告。ヴィダル前米特許商
標庁長官は、NPE 訴訟が近年最高水準で投資資金も集まっていると指摘。訴訟ファン
ドが支える生態系がある。 

日本（競争力の向上
へ日本も使いこな
せ） 

日本の特許訴訟も増加傾向だが、米国とは桁が違う。乱訴を抑止しつつ正当な権利行
使は後押しすべき。特許庁は、故意侵害で得た利益を侵害者に残さない仕組みを検討
中（米国は最大 3 倍、韓国は 5 倍の懲罰的賠償）。ICCL の小川一社長は、特許の買
取りに際し、訴え返しやトロール視を懸念する企業を説得するところから始め、正当
な権利行使は特許法の目的にかなうと説明しているという。玉井克哉東京大学名誉教
授は、経済安全保障上重要な技術について、特許プール等による集団的な権利行使の
枠組みを提言する。 

結論 NPE は有望技術の目利き、特許の束ね、権利行使の資金調達の器として機能する。日
本も使いこなすことが、産業の新陳代謝と戦略技術の国際競争力向上に資する。 
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記事が掲載写真で示す ICCL の説明資料は、特許の有効性・質への疑義や、相手の心理的・経済

的負担の悪用を、非難されるべきトロールの特徴として挙げている[1]。 

2．背景となる事実関係【確認】 

記事の論旨を検証するため、関連する事実を表 2 に整理する。 

表 2 関連事実の整理 

項目 内容 

日本の紛争規模 記事の図表では、日本の特許侵害訴訟（地裁新受件数）は 2023 年を底に増えている
が、年 100 件台にとどまる[1]。2014 年時点の比較では、中国約 5,700 件、米国約
3,300 件、ドイツ約 1,250 件に対し日本約 150 件、原告勝訴率は日本 23％（独 63％、
米 36％）[2] 

国内の NPE 活動 2018 年の政府 WG は、いずれの業界でもトロールの活動は現時点で活発でないとの認
識を共有。他方、2 割強の企業が日本特許の売買・ライセンスでトロールから接触を
受けたと回答[3] 

パンテック対グーグ
ル判決 

東京地裁（2025 年 6 月 23 日）が Pixel 7 の差止めを認容。FRAND 宣言済み SEP の
事件で、和解手続でグーグルが製品ごとの販売数量・売上を開示しなかったことか
ら、ライセンスを受ける意思を否定した。同一裁判長の ASUS 事件（2025 年 4 月）は
差止めを否定[4]。大阪地裁（2025 年 7 月 10 日、Pixel 7a）は請求を棄却[5] 

同事件の帰結 東京地裁が勧告した FRAND 実施料額を基に 2025 年 12 月 15 日に和解。グーグルは
パンテックの 4G・5G SEP について世界販売分の実施料を支払い、日本の関連 14 件
とドイツ 1 件の紛争が取り下げられた[4,6] 

アイデアハブ パンテックの特許約 1,400 件を確保した韓国 NPE。特許資産 6,000 件超、2024 年売上
高 1,065 億ウォン。国内の休眠特許を海外で収益化し、実施料を元の権利者に配分す
るモデル。直接ライセンス、プール、代行の 3 形態[7] 

裁判所の制度整備 東京地裁知財部が 2026 年 1 月に SEP 訴訟・SEP 調停の指針を公表。同年 5 月の民事
調停法改正で、相手方の管轄合意なしに SEP 調停を申し立てられるようになった[4] 

損害賠償の実態 特許法 102 条 2 項の推定覆滅率は、2019 年の知財高裁大合議判決の前は平均約
10％、直近数年は平均約 50％[8] 

実施しない権利者 権利者が実施せず競合品も販売していない場合、102 条 2 項は一般に適用されず、損
害は主に 3 項の実施料相当額にとどまる[9] 

制度見直しの方向 中間的整理は、懲罰的賠償を特許法単独で導入するのは困難とする一方、侵害を知り
ながら侵害した者に侵害者利益を請求できる「利益請求権（仮称）」の創設を提示
[10]。次回小委は 2026 年 11 月 9 日予定[9] 

国内のマネタイズ主
体 

IP Bridge（2013 年設立、1 号ファンド 300 億円規模、収益化は当初計画超と自社説
明）[11]、ICCL（2024 年設立、訴訟ファンドと提携）[12]、トヨタ系 AI Samurai（NPE
型事業を想定）[13] 
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項目 内容 

韓国 故意の特許侵害への懲罰的賠償の上限を 3 倍から 5 倍に引き上げ（2024 年 8 月 21 日
施行）[14]。他方、2022 年に米国で韓国企業が関わった特許紛争 208 件のうち 149 件
で韓国企業が被告側[15] 

米国 2025 年に NPE が訴訟に加えた被告は 2,236 社（前年比 18.7％増）[16]。IPR 開始率は
FY2024 の 68％から FY2025 の 50％、2026 年 6 月時点の 38％へ低下[17]。2026 年第 3
四半期は 57.3％に回復し、NPE 提訴は東テキサスへの集中を強めた[18] 

 

3．肯定論 ― NPE 活用を支持する議論 

3.1 休眠特許の資金化と研究開発投資の回収 

記事は、不要になった特許の買取り・収益化を知財の有効活用と位置づける[1]。ICCL は、顧客

の特許の移転をほぼ無償で受け、リスクを引き受けて収益化し、収益発生時に顧客へ還元するモ

デルを示す。小川氏は「訴訟にならないと相手にしてくれません」と述べ、海外企業との交渉は

訴訟が前提になるとする[12]。IP Bridge も、1 号ファンドの収益化が当初計画を上回り、収益の

一部を特許権者に還元したと説明する[11]。アイデアハブも、実施料を元の権利者に配分すると

している[7]。維持費だけを払う休眠特許を資金化し、次の研究開発に回す「知的創造サイクル」

の論理である。 

3.2 「侵害し得」の是正と侵害抑止 

覆滅率約 50％のデータについて、日本商工会議所の委員は「侵害した者勝ち」の状態が示され

たと評価し、大胆な見直しを求めた[8]。元知財高裁部総括判事の東海林保氏も、悪質との心証を

抱く事案は判決に現れる以上に多く、現行 102 条では悪質性を賠償額に反映しにくいため、侵害

者に利益が残れば侵害が割に合ってしまうと指摘する[10]。民法学者の橋本佳幸委員は、賠償を

払ってもなお儲かるという計算ずくの侵害を招いているなら制度の欠陥であり、立法による収益

引渡し制度を検討すべきとした[8]。権利行使の実効性が高まれば、行使を担う主体の存在意義も

高まる。 

3.3 中小企業・個人発明家の権利の実効化 

栗原潔氏は、NPE 規制を強めれば、事業化の資力を持たない個人発明家や小規模企業が大企業

の無断実施に対抗する手段を失うと指摘し、これをトロール対策の最も難しい点とする[19]。

Cohen らの理論モデルも、NPE の訴訟が侵害を減らし、小規模発明者を支え得る面を認めてい

る[20]。 
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3.4 日本の紛争解決フォーラムとしての価値 

パンテック事件は、日本の特許 1 件をめぐる手続が世界の実施料条件の決着に至った例である[4]。

東京地裁の指針整備と民事調停法改正により、日本の裁判所が国際的な特許交渉の場として選ば

れる素地が整いつつある。米国で訴訟ファンドが権利行使を資金面で支えている点も記事は指摘

しており[1]、資金と司法インフラの両面で権利行使の環境が整えば、「訴訟を恐れない」選択肢

は現実味を増す。 

3.5 集団的な権利行使と経済安全保障 

玉井氏の提言は、経済安全保障上重要な技術について、日本企業が特許を持ち寄り共同でライセ

ンスや訴訟に当たる枠組みを作るというものである[1]。韓国が半官半民の NPE を 2010 年に設け

たことも、この方向の先例として記事は紹介する[1]。特許の束ねは、個社では難しい交渉力の確

保と、実施者側の取引費用の削減を同時に実現し得る。 

4．否定論・慎重論 

4.1 実証研究が示す NPE の負の効果 

Cohen, Gurun, Kominers（2019）は、NPE は平均すると機会主義的なトロールとして振る舞い、

手元資金の多い企業を狙うこと、NPE と和解した、または敗訴した企業はその後のイノベーシ

ョン活動を大きく減らすこと、発明者への還元の痕跡は見いだせないことを報告した[20]。米連

邦取引委員会（FTC、2016 年）も、訴訟型 PAE の和解の多くが、典型的な訴訟の開示手続費用

の下限とされる 30 万ドルを下回ることから、ニューサンス訴訟と整合的と評価した[21]。ただし、

FTC 研究にはサンプルの偏りや 30 万ドル基準の恣意性を指摘する反論もある[22]。 

4.2 「私掠船」型の特許売却による競争の歪み 

Kim ら（2025）は、技術競争と報復リスクに直面する企業ほど NPE へ特許を売却し、その特許

が元保有者の競合他社に偏って行使されること、売却後に同業他社が特許活動や当該分野への参

加を縮小することを示した。こうした売却は資金力のある企業に集中しており、「小規模企業が

NPE を通じて権利を実現する」という通説とは逆の姿である[23]。記事が紹介する、訴え返しを

懸念する企業に NPE への特許譲渡を勧めるという構図は、報復を避けつつ競合を攻める手段に

もなり得る。 

4.3 日本企業への跳ね返り 

日本企業は、対立を避けて支払いに応じやすいとみられ、かつて米国 NPE 訴訟の主要な被告で

あった[24]。米国では 2025 年以降、PTAB の裁量却下の拡大で IPR 開始率が下がり[17]、NPE 訴
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訟が増えた[16]。手本とされる韓国でも、米国での特許紛争の多くで自国企業が被告側に立ち[15]、

半導体大手が NPE 訴訟と IPR 不開始に直面している[25]。キヤノンが米グーグルなどとトロール

を共同で抑え込む LOT ネットワークを立ち上げ、協力者を 5,000 社規模に広げてきたのも、こ

の脅威への対応である[26]。 

4.4 制度論上の慎重論 

経団連は 2020 年の意見で、懲罰的賠償は日本の不法行為法の基本原則と相いれず、利益吐き出

し型賠償も制裁的意味合いを持つ点で同様の問題があるとし、「侵害し得」の是正は知財高裁の

判断に委ねるべきとした[27]。2026 年 6 月の小委でも、経団連から出席した委員は、覆滅率の上

昇から侵害者の手元に利益が残っていると直ちに断ずることに大きな違和感を示し、日本知的財

産協会の委員も大半の企業は他社特許を侵害しないよう真面目に取り組んでいると強調した。ス

タートアップ支援の立場の委員は、リソース不足から侵害者側になるリスクにも触れ、対象を悪

質な侵害に絞るべきと提案している[8]。 

4.5 「画期的判断」の射程と予見可能性 

パンテック事件の差止めの決め手は、裁判外の交渉態度ではなく、裁判所の和解手続での情報不

開示であった。判決自身、裁判外の交渉経緯だけを見ればグーグルに落ち度はなかったと認めて

いる[4]。大阪地裁は類似の事実で逆の結論を出した[5]。Masabumi Suzuki 氏は、日本が SEP 紛争

の魅力的な法廷地となるには、FRAND 交渉に関する裁判所の立場の予見可能性を高める必要が

あると指摘する[28]。 

表 3 論点別の対照（評者整理） 

論点 肯定論 否定論・慎重論 評者の評価 

休眠特許 資金化して研究開発へ還
流（IP Bridge、ICCL、
アイデアハブ） 

原権利者への還元は売却益
の 4％未満との推計（NPE
対策事業者の委託調査）[29] 

還元条件と行使先の管理を契約で
設計できるかが分かれ目 

侵害抑止 覆滅率約 50％の是正、
「侵害し得」の防止 

補填原則との不整合、悪質
事案の過大評価 

故意侵害に絞る利益請求権は合理
的。故意認定の手続設計が鍵 

中小・個人 資力のない権利者の実効
化手段 

NPE は平均的にトロール的
で、標的企業の革新を阻害 

主体の属性ではなく、請求の質と
行使態様で規律すべき 

競争 交渉力の回復、ただ乗り
の抑止 

私掠船型売却による競争の
歪み 

売却・委託方針を知財ガバナンス
で管理し説明する 

法廷地 国際ライセンス決着の場
としての日本 

結論の分岐、予見可能性の
不足、外国 NPE の利用 

指針整備は前進。上級審判断の蓄
積と被告側の備えが必要 
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論点 肯定論 否定論・慎重論 評者の評価 

集団的行使 経済安保技術で日本企業
が特許を束ね交渉力を確
保 

共同のライセンス拒絶や非
必須特許の組入れは独禁法
上の問題[30] 

開放的なライセンス条件と独立し
た必須性判断を備えれば有力 

 

5．評釈【見解】 

5.1 評価できる点 

(1) 時宜性。特許制度小委員会で侵害抑止策が具体化し[10]、東京地裁が SEP 紛争の受け皿を整え

た[4]2026 年秋に、「訴訟を避ける文化」そのものを問い直す意義は大きい。 

(2) 均衡への配慮。記事はトロールの否定的な含意を認めたうえで中立的な NPE の呼称を用い、

乱訴の抑止と正当な権利行使の後押しの両立を説く。正当な NPE とトロールの違いを強調する

ICCL の姿勢も紹介しており、単純な「攻め」礼賛ではない[1]。 

(3) 比較の視点。韓国の国策的な NPE 活用と米国の揺り戻しを並べ、日本の立ち位置を相対化し

た。NPE の機能を目利き・束ね・資金調達の器と整理した点も、知財を金融資産として流通さ

せる発想として示唆に富む。 

5.2 留保すべき点 

(1) 見出しと本文の緊張、判別基準の欠如。本文はトロールと NPE を区別しつつ、法的な線引き

は難しいと認めるにとどまり、見出しは「怪物も使いよう」である。どの行為を抑止し、どの行

為を後押しするかの基準がなければ、乱訴の抑止と正当な権利行使の後押しは並べて掲げただけ

で終わる。FTC によるポートフォリオ型と訴訟型の区別[21]や、ICCL が掲げる特許の質、相手の

負担の悪用の有無といった、行為に即した基準を示してほしかった。 

(2) 成功例の構図。パンテック事件は、韓国 NPE（アイデアハブ傘下）が米国企業の日本法人を

東京で訴えた事件である[1,7]。日本の裁判所が差止めを認め得ることは、日本企業が外国 NPE に

東京で訴えられる場面が増え得ることを同時に意味する。多くの技術分野で日本企業は実施者で

もある。記事は「使う側」の視点に寄り、「使われる側」の備えに触れていない。 

(3) 判断の射程。記事は「差止めが認められにくいとされてきた特許」と述べるにとどまり、

FRAND 宣言済み SEP の事件であること、決め手が和解手続での情報不開示であったこと[4]、大

阪地裁が逆の結論を出したこと[5]に触れていない。非 SEP の NPE 訴訟一般に敷衍するのは飛躍

がある。 
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(4) 経済条件の見落とし。日本では、権利者が実施せず競合品も販売していなければ、損害は原

則として実施料相当額にとどまる[9]。純粋持株会社の権利行使に 102 条 2 項を認めた知財高裁判

決もあるが、グループ会社が実施していた事案で、純粋な NPE とは事情が異なる[31]。ディスカ

バリーも陪審もない日本で、NPE が国内訴訟を収益源にできる条件は限られる。記事が挙げる

韓国の 3 社がいずれも子会社を通じて国外（米国や日本）で訴訟を起こす形をとり[1]、ICCL も

海外訴訟を主戦場とする[12]のはその表れである。「日本企業が NPE を使う」の実質は、多くの

場合、米国などでの権利行使の外部化を意味する。 

(5) 韓国モデルの両面。韓国は懲罰的賠償の上限を 5 倍に引き上げ[14]、NPE を称賛する見方もあ

る。他方、米国での特許紛争では韓国企業が被告側に立つことが多い[15,25]。アイデアハブの代表

自身、韓国の司法制度の下では実質的な IP 市場が成立していないとし、国内の休眠特許を海外

で収益化するモデルをとる[7]。韓国の経験は、国内での権利行使環境の整備よりも、海外での行

使に軸足があることを示している。 

(6) 文化論の限界。ICCL が説得に苦労するという、訴え返しやトロール視への懸念は、文化と

いうより報復リスクと評判リスクの合理的な評価である。訴訟件数や原告勝訴率の低さ[2]も、賠

償水準、証拠収集手段、権利の安定性という制度要因と切り分けて論じる必要がある。報復を避

けるために特許を NPE に託す行動は、Kim らが示した私掠船型の売却そのものになり得る[23]。 

(7) 利益請求権の両刃性。故意侵害に限って侵害者利益の請求を認める方向は、補填原則との整

合を保ちつつ「侵害し得」を是正する点で合理的と評価できる。他方、この請求権は特許を実施

しない権利者にも理論上及び得るため、NPE の交渉力を高める。警告書の送付で「知りながら」

の状態を作り出し、交渉材料にする戦術が想定される。特許庁資料は、無効理由や実施権の存在

を信じていた場合は悪質とまではいえないとの整理を示しており[9]、この線引きを条文と運用で

どう担保するかが制度の成否を分ける。 

(8) 集団的権利行使の設計。玉井氏の提言は有力だが、共同でのライセンス拒絶や、規格に必須

でない特許の組入れは独占禁止法上の問題となり得る[30]。経済安全保障を目的とする集団行使

ほど、対外的な排除と受け取られない設計（開放的なライセンス条件、独立した必須性判断、情

報遮断）が求められる。 

(9) 補足（米国の動向）。記事は無効化手続の制限を第 1 次トランプ政権の施策として述べる。

同政権期にも手続制限の動きはあったが、IPR 開始率が急落したのは第 2 次政権下の 2025 年以

降であり[17]、2026 年第 3 四半期には 57.3％まで戻している[18]。米国の環境は一方向ではない。 
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5.3 実務への示唆 

① 休眠特許の棚卸しに「外部化」の判断軸を加える。放棄・維持・ライセンス・売却・権利行

使委託の五つの選択肢で評価する。売却や委託の際は、ライセンスバック、自社の顧客・取引先

を行使対象から外す条項、行使態様に関する誓約、LOT ネットワーク等への加盟状況との整合

を契約で手当てする。 

② 売る側の評判・競争法リスクを経営判断に組み込む。私掠船型と受け取られる売却は、業界

内の信頼と協業関係を損ねる[23]。売却方針を知財ガバナンスの一部として経営会議・取締役会

で承認し、対外的に説明できる状態にしておく。 

③ 外国 NPE に東京で訴えられる場面に備える。パンテック事件と東京地裁の指針により、SEP

実施者は答弁の段階で販売数量等の開示を判断する必要がある[4]。交渉方針と開示範囲を事前に

固めておく。米国でも IPR 環境の変化を前提に、警告受領時の初動、権利者と資金源の調査、共

同防衛の手順を見直す。 

④ 故意認定に備えた記録を残す。日本で利益請求権が導入されれば、警告受領後の検討記録と、

弁理士・弁護士による非侵害・無効の見解書が、故意の認定を避けるうえで一層重要になる[9]。 

⑤ 集団的権利行使は独禁法の整理と一体で検討する。特許プールや共同ライセンスに参加する

場合は、必須性判断の独立性、ライセンス条件の開放性、参加者間の情報遮断を設計段階で確保

する[30]。 

5.4 結論 

記事の主張は、「訴訟を恐れず権利を行使できる企業になれ」という方向性において支持できる。

記事自身が掲げる乱訴の抑止と正当な権利行使の後押しを両立させるには、(i) 行使主体を属性

ではなく行為で評価する基準、(ii) 特許を外部に託す企業が売却先・行使先を管理するガバナン

ス、(iii) 故意の認定や警告書の扱いに関する制度上の歯止め、(iv) 外国 NPE に訴えられる側と

しての備え、の四つが欠かせない。これらを欠いたまま「攻め」だけを勧めれば、日本企業は怪

物の「使い手」ではなく「餌」になりかねない。 

6．今後の注目点 

・ 2026 年 11 月 9 日予定の第 60 回特許制度小委員会における利益請求権の具体化（要件、効

果、実施しない権利者への適用の有無）[9] 

・ SEP 指針の下での新たな提訴・調停申立てと、知財高裁による判断の蓄積[4] 

・ 米国の差止め要件を緩める法案の帰趨と、PTAB 運用の揺り戻し[18] 
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・ 国内マネタイズ主体（IP Bridge、ICCL 等）の実績と還元条件の開示、経済安保技術での特

許プール構想の具体化 

資料上の留意点 

・ 表 1 は対象記事の本文の評者による要約であり、記事の図表の数値は目視による概数である。 

・ ICCL・IP Bridge に関する情報の一部は日経 BP の広告企画（SPECIAL）に基づく各社の自

己説明である。 

・ 原権利者への還元率（4％未満）の推計は、NPE 対策を事業とする Unified Patents 側の委託

調査である。 

・ 各国の訴訟件数・勝訴率は 2014 年時点の資料で、現在の水準とは異なる可能性がある。Kim

ら（2025）は査読前のワーキングペーパーである。 

・ 一部文献の掲載日は未確認または推定であり、文献一覧に注記した。URL の閲覧日はいずれ

も 2026 年 11 月 4 日。 
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